
 

 

 

 

令和３年度 一般会計 歳出 第3款1項4目 市民協働推進費 12節(２)調査その他委託料 

受付 

番号 

種 目 番 号 

 

連絡先 

委託担当 

   市民協働推進 課        
ふ り が な

担当者名 山岸
やまぎし

 竜也
た つ や

 

                           電 話     045-671-4737 

 

                          設            計            書 

  

１ 委 託 名          ＮＰＯ法人の閲覧用名簿書類に係るマスキング業務委託   

 

 ２ 履 行 場 所          受託者事業所及び横浜市市民協働推進センター       

 

 ３ 履行期間            ■期間    令和３年４月１日 から 令和３年８月31日 まで 

    又は期限        □期限  平成  年  月  日 まで            

 

 

 ４ 契約区分       ■ 確定契約             □ 概算契約      

 ５ そ の 他 特 約 事 項          個人情報取扱特記事項                  

                        電子計算処理機等の契約に関する情報取扱特記事項            

 委託契約約款                   

             

６ 現 場 説 明           □ 不要  

             ■ 要  （対象書類の初回引渡時 市民局市民協働推進課 ）   

 ７ 委 託 概 要         

            令和３年６月施行の改正特定非営利活動促進法に基づき、横浜市所轄の 

ＮＰＯ法人の閲覧用名簿書類に対して、個人情報保護のためのマスキング 

処理を行った電子データ及び紙書類を作成する。（緊急雇用創出事業） 

 

 

 

 

 

 



 

 

８ 部 分 払         

 

       ■ す る （  ５回以内） 

 

       □ しない 

                                    部 分 払 の 基 準            

業 務 内 容         
履  行 

予定月 
数  量 単 位 単   価 金    額 

４月事業経費 ４月 １ 式   

５月事業経費 ５月 １ 式   

６月事業経費 ６月 １ 式   

７月事業経費 ７月 １ 式   

８月事業経費 ８月 １ 式   

      

      

      

      

      

      

      

                           ※単価及び金額は消費税及び地方消費税相当額を含まない金額 

                           ※概算数量の場合は、数量及び金額を（ ）で囲む。 

 

 

 

 

  委 託 代 金 額              

                           ￥             

 

  内  訳      業 務 価 格        

                             ￥             

 

              消費税及び地方消費税相当額 

                              ￥             

 



費用・工種
種別・細別

（１）人件費

（２）事務費

小計①

一般管理費

小計②

消費税相当額

合計

令和３年度予算　　　　設計書

単位 数量 単価　（円） 金額　（円）

式

式

適要

1

1

小計①＋一般管理費



費用・工種
種別・細別

第1期事務作業

第2期・第3期事務作業

現場責任者

合計

月 3

今回雇用（交通費・保険料含む）
スキャニング・PDF化
想定枚数5,500枚
マスキング・紙出力
想定枚数2,600枚

式 1

2

第１号明細書　人件費

単位 数量 単価　（円） 金額　（円） 適要

今回雇用（交通費・保険料含む）
マスキング・紙出力
想定枚数10,800枚

月



費用・工種
種別・細別

委託事業実施事務費

雇用関係事務費

合計

式 1

式 1

第２号明細書　事務費

単位 数量 単価　（円） 金額　（円） 適要



ＮＰＯ法人の閲覧用名簿書類に係るマスキング業務委託仕様書 

 

１ 概要 

  令和３年６月施行の改正特定非営利活動促進法に基づき、横浜市所轄のＮＰＯ法人の

閲覧用名簿書類に対して、個人情報保護のためのマスキング処理を行った電子データ及び

紙書類を作成する。 

  なお、作業にあたっては、緊急雇用創出事業の一環により、市内在住者で、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により、職を失った方や就労機会が減少した方を新たに雇用し、そ

の指導及び進捗管理を行うものとする。 

 

２ 件名 

  ＮＰＯ法人の閲覧用名簿書類に係るマスキング業務委託 

 

３ 履行期間 

  契約締結日から令和３年８月 31日（火）まで 

 

４ 履行場所 

  受託者事業所及び横浜市市民協働推進センター 

 

５ 業務要件 

業務に必要な人員及び機材等は受託者が調達し、用いるものとする。 

（１）人員 

人員については別紙 1（令和３年度緊急雇用創出事業共通仕様書）のとおりとするほ

か、保険料、交通費等雇用にかかる経費は、業務費用に含むものとする。 

ア 作業従事者 

（ア） 業務量の見込みに応じて必要な人員を配置しなければならない。 

（イ）本件業務の継続的かつ円滑な履行に支障のないよう、人員の配置に配慮しなけ

ればならない。 

（ウ）受託者は、労働関係諸法令（労働基準法、職業安定法、最低賃金法、労働安全

衛生法及び雇用保険法等）を遵守するとともに、雇用者又は使用者として、人員

等に係るこれら法令上の一切の責任を負い、かつ、責任をもって労務管理を行う

こと。 

イ  管理責任者の配置 

業務実施場所に責任と権限を有する管理責任者を常駐させ、次の事項等を行わせ

ること。なお、管理責任者は自社が雇用する正規労働者に限ることとする。 

（ア）本件業務の履行に関わる人員を指揮監督するとともに、特別な委託事項の処理

及び円滑な業務の履行を管理し、委託者との連絡調整等に当たること。 



（イ）その他本件業務の履行に当たり必要な事項。 

 

（２）機材等 

機材等に係る維持費、使用料、燃料費及び需用費等業務の実施にかかる経費は、受託

者の負担とする。 

 

６ 業務内容 

（１）作業データ 

  ア 時期等 

    受託者への原本の引渡時期等については、次の３期に分ける。 

    引渡にあたっては、受託者は搬出前に委託者が用意した対象法人リストとファイ

ルの中身が一致しているか確認する。また、受託者が運搬車両を用意し搬出する。 

  （ア）第１期（過年度データ） 

     原本引渡：契約締結当初 

・引渡回数：１回 

・媒体：電子記録媒体（ＣＤ－ＲまたはＤＶＤ－Ｒ等） 

     ・対象法人数：1,537法人（令和３年１月 13日現在） 

     ・１法人あたりの対象枚数：７枚 

     ・想定枚数：約 10,800枚 

     原本返却時期：５月 31日（月） 

   （イ）第２期（現年度データ前半） 

     原本引渡：５月下旬から６月中旬 

・引渡回数：２回 

     ・媒体：電子記録媒体（ＣＤ－ＲまたはＤＶＤ－Ｒ等） 

     ・想定法人数：約 500法人 

     ・１法人あたりの対象枚数：２枚 

     ・想定枚数：約 1,000枚 

     原本返却時期：８月 31日（火） 

   （ウ）第３期（現年度データ後半） 

     原本引渡：１回目７月上旬 ２回目７月下旬 

・引渡回数：２回 

     ・媒体：紙媒体 

     ・想定法人数：約 1,000法人 

     ・１法人あたりの対象枚数：３枚 

     ・想定枚数：約 1,600枚（スキャニング想定枚数：5,500枚） 

     原本返却時期：１回目７月下旬 ２回目８月中旬 

     ※いずれも引渡日から原本返却日まで 14日間以上を確保するものとする。また、



返却にあたっては、引渡時と同様となるよう（但し、別紙３の指示を優先）原

状復帰し、Ｙ番号順とする。 

     

  イ 対象書類 

    対象となる名簿書類は次の３種類とする。 

  （ア）役員名簿 

  （イ）年間役員名簿（３か年度分） 

  （ウ）前事業年度の末日における社員のうち 10人以上の者の名簿（以下、「社員名簿」

という）（３か年度分） 

    但し、（イ）（ウ）については、設立から３事業年度を経過していない法人について

は、設立初年度から直近年度分までとする。 

 

（２）作業内容 

  ア マスキング作業 

    名簿書類の個人の住所又は居所記載部分について、マスキングを行う。マスキング

にあたっては電子データ上で行い、形状は黒色、矩形を基本とし、記載部分を完全に

覆うものとする。（別紙２） 

  イ スキャニング作業（前（２）ア（ウ）のみ該当） 

    次の２種類の書類を法人ごとにスキャンしＰＤＦ化する。詳細については別紙３

（電子化の仕様の詳細）のとおりとする。 

  （ア）事業報告書 

     次の３種類のファイルを作成する。このうち cのみマスキング作業を行う。 

    ａ 事業報告書（全部） 

      法人別に、提出された事業報告書一式をＰＤＦ化する。 

      ＰＤＦファイル名：Y番号４桁-02jz.pdf  例：Y0001-02jz.pdf 

    ｂ 事業報告書（名簿抜き） 

      法人別に、提出された事業報告書から名簿（年間役員名簿、社員名簿）を除き

ＰＤＦ化する。 

      ＰＤＦファイル名：Y番号４桁-02jn.pdf  例：Y0001-02jn.pdf 

    ｃ 名簿（年間役員名簿、社員名簿） 

      法人別に、提出された事業報告書のうち名簿のみＰＤＦ化する。 

      ＰＤＦファイル名：Y番号４桁-02jm.pdf  例：Y0001-02jm.pdf 

  （イ）役員の変更等届出書 

     a  役員名簿 

      法人別に、役員名簿をＰＤＦ化する。 

      ＰＤＦファイル名：Y番号４桁-02ym.pdf  例：Y0001-02ym.pdf 

  ウ 出力作業 



    前ア、イの作業後、マスキング処理を行った名簿を紙出力する。 

出力に際して、同一年度の年間役員名簿と社員名簿は、原則として両面印刷を行い、

同一枚とする。但し、年間役員名簿又は社員名簿のいずれか、あるいはその双方とも

に複数枚となる場合には、ステイプルで左上１点止めで纏めるものとする。 

 

７ 納品 

（１）成果物 

   電子データ及び紙書類の２種類で納品する。 

  ア 電子データ 

    形式はＰＤＦファイル。電子記録媒体はＣＤ－ＲまたはＤＶＤ－Ｒ等。バックアッ

プ用を含めて、各２部納品すること。 

  （ア）名簿（マスキング済） 

  （イ）事業報告書（全部） 

  （ウ）事業報告書（名簿抜き） 

  イ 紙書類 

    Ａ４サイズに紙出力し、法人別にＡ４サイズの透明なポケットファイルに綴じる。

綴じる順番は、役員名簿、最新年度の年間役員名簿、同社員名簿、次年度の年間役員

名簿、同社員名簿というように新しい年度から順に並べる。 

    ポケットファイルは、Ａ４サイズの２穴パイプ式ファイル（幅 80mm）にＹ番号順

に綴じる。パイプ式ファイルに綴じ込む法人数は、１冊あたり 100 法人を目安とす

る。 

    パイプ式ファイルの背表紙に、共通で「ＮＰＯ法人名簿」とラベル入力を行い、そ

の下に通し番号を入れる。併せて、Ｙ番号（Ｙ＋４桁）のそのファイルにおける開始

番号と最終番号を入れる。但し、最後のファイルについては、開始番号のみを入れる。 

  （ア）名簿（マスキング済） 

 

（２）納品場所 

   市民局市民協働推進課及び横浜市市民協働推進センター 

 

（３）納品期限 

   第１期：５月 31日（月） 

   第２期・第３期：８月 31日（火） 

※第３期に発生する事業報告書（全部）、事業報告書（名簿抜き）については、納品

期限を原本返却時期（１回目７月下旬、２回目８月中旬）とする。 

 

（４）納品方法 

ア 搬入 



 受託者が運搬車両を用意し搬入する。 

イ 追加方法 

   第２期、第３期の紙書類の納品にあたっては、第１期成果物のファイルを回収し、そ

こに追加することとする。第１期ファイルの受託者の回収時期については、別途協議と

する。 

 

８ 検査及びかし担保期間 

作業終了後、７－（１）の成果物に対し、委託者が完了検査を行うものとする。検査合格後

に成果物の受け渡しを行う。 

また、検査合格後の日から１か年以内に生じた不具合について、受託者の過失によるも

のと明らかに判断される場合は、受託者がこれを無償で補償しなければならない。 

 

９ 提出書類   

受託者は、次の書類を提出すること。 

書類の提出及び受理を行う際には当局指定の様式があるものは使用すること。 

（１）着手時（①～④ 契約締結後７日以内） 

①委託代金内訳書       １部 

②工程表                           １部 

③委託契約履行着手届出書     １部 

④現場責任者選定通知書     １部 

⑤履行場所通知書         １部 

⑥業務従事者選定通知書             １部 

⑦個人情報保護に関する誓約書 １部 

⑧研修実施報告書         １部 

⑨委託先個人情報保護管理体制 １部 

（２）対象データ引取時 

対象データ借用書         １部 × ５回 

（３）委託者貸与データ返還時 

対象データ引渡書         １部 × ４回 

（４）完了時 

委託業務完了届出書         １部 

(５)その他 

請求書１部、口座振替依頼書（市民局指定の用紙）１部 

 

10 事故防止 

受託者は運搬中の事故防止に努めるとともに、万一事故等が発生したときは、応急措置

等所要の措置を講じ、原因、経過及び被害の内容等について、遅滞なく市民協働推進課に



報告しなければならない。 

 

11 損害賠償 

受託者は、業務の実施に際する事件、事故及び人的、物的を含め第三者に損害を及ぼし

た事案が発生した場合は、速やかに市民協働推進課に報告するとともに、遅滞なく受託

者の負担においてこれを復旧・賠償し、誠意をもって事後処理を行うものとする。 

 

12 守秘義務 

受託者及び従事者は、業務上知り得た秘密を漏らしてはならない。委託業務完了後も同

様とする。 

また、個人情報取扱特記事項及び別紙４について遵守すること。 

 

13 その他 

また、本件仕様書に定めのない事項及びこの委託業務に関し疑義が生じたときは、委託

者と受託者が協議して決定する。 



令 和 ３ 年 度 緊 急 雇 用 創 出 事 業 共 通 仕 様 書 

 

１ 新規に雇用する失業者等について 

（1）新規雇用の失業者等について 

市内在住者で新型コロナウイルス感染症の影響により、解雇、雇い止め、内定取

り消し等、職を失った方や就労機会が減少した方（収入が減少した方も含む）を新た

に雇用すること。なお、雇用形態については、正規・非正規を問わず、対象とする。 

  ※ この事業において「失業状態等」とは、次のいずれかの状態 

ア 公共職業安定所に求職申込を行っており、紹介されればすぐに就職できる 

イ その他の方法(民間職業紹介機関、求人情報誌の活用等)で求職活動を行って

おり、紹介されればすぐに就職できる 

ウ 就業機会（収入）が減少している 

（2）新規雇用者の募集について 

   新規雇用の失業者等の募集にあたっては、公共職業安定所への求人申込みや、失

業者等が容易に知り得るようホームページ等で公開し募集すること。 

（3）「失業状態等」であることの確認方法について 

   次のいずれかの書類（複数可）を応募者から提出させ確認すること。この際、応

募者に対して事業の趣旨を説明し、委託業務の検査等において提出した書類が閲覧

される可能性がある旨を伝え、了承を得ること。 

   ア 雇用保険受給資格者証の写し 

   イ 離職票の写し 

   ウ 公共職業安定所へ求職申し込みを行った際の求職受付票の写し 

   エ 廃業届の写し（元自営業者の場合） 

   オ 令和２年１月以降の給与明細書の写し 

   カ その他、失業状態又は就業機会（収入）が減少していることの申立書（任意

の様式） 

 

２ 事業費に占める人件費及び雇用者数の割合について 

   事業費に占める全労働者の人件費割合が概ね７割以上を目標とし、やむを得ない事

情がある場合でも最低５割の確保、かつ事業を実施するにあたり、事業に従事する全

労働者に占める割合の５割以上を解雇、雇い止め、内定取り消し等、職を失った方や

就業機会（収入）が減少した方で市内在住者を新たに雇用すること。 

※１ 確保する人件費（比率）の考え方 

    税抜き同士で比較：人件費（実際に負担する額）／契約金額（税抜き） 

      又 は 

    税込み同士で比較：人件費（実際に負担する額×110％）／契約金額（税込み） 

 ※２ ※１の「人件費」は、今回の委託業務に従事する全労働者の人件費で、本人に

支払われる給与、通勤手当、賞与及び退職手当等の諸手当、社会保険料の事業

別紙１



主分等が含まれる。また、専属的に従事していない者の人件費は、日数で案分

する等で算出すること。 

※３ 新規雇用失業者等の割合の考え方 

   本事業に従事する全労働者数×５割 ≦ 新たに雇用した人数 

 

３ 会計帳簿類等の整備について 

勘定元帳、現金出納簿等の会計関係帳簿類や出勤簿、賃金台帳、勤務日報等の労働

関係帳簿類を整備すること。 

 

４ 関係資料等の作成 

  該当事業の契約締結後、速やかに「新規雇用等計画書【様式１】」を、また、事業 

 終了後 10営業日以内に「実施状況報告書【様式２】」を提出すること。 

 

５ 雇用状態等の確認について 

労働者数の状況、新規雇用失業者等の状況等について実施状況報告書【様式２】を

提出する際には、根拠となる資料（賃金台帳や出勤簿など）を提示すること。 

 

６ 雇用期間終了後のアンケート等の実施 

  当該事業終了後、当該事業において雇用した失業者等に対するアンケート等を本市

が実施する場合、受託者はこれに協力すること。 

 

７ 委託費の返還等について 

 当該事業において、第 1項に定める新規雇用の失業者等の取扱いや、第２項に定め

る事業費に占める人件費及び雇用者数の割合等を達成出来なかった場合は、事業の停

止、委託契約額の一部または全部について返還を求める場合がある。 

 

 



様式１

令和３年度　緊急雇用創出事業  新規雇用計画書

１　事業費

事業費総額 うち人件費 割合 うち新規雇用者の人件費

円 円 円

円 円 円

２　労働者数

人 人 人

※　委託事業の契約締結後に提出すること。

事業者名 提出日事業名

区分

税抜き

事業に従事する全労働者数
新規雇用者数 割合 その他の労働者数

税込み 0 0 0



様式２

令和３年度　緊急雇用創出事業 　実施状況報告書

１　事業費

事業費総額 うち人件費 割合 うち新規雇用者の人件費

円 円 円

円 円 円

２　労働者数

人 人 人

○新規雇用の失業者等の内訳

(1)　男女別　（合計が「新規雇用者数」と一致していることを確認すること。）

男性 女性

人 人 人

(2)　現在の状況に至った経緯　（合計が「新規雇用者数」と一致していることを確認すること。）

解雇 雇止め 内定取消 就業機会の減少

人 人 人 人 人 人

(3)　雇用前の状況別　（合計が「新規雇用者数」と一致していることを確認すること。）

正規雇用社員 派遣社員 契約社員 パート・アルバイト 嘱託 その他（　　　） 合計

人 人 人 人 人 人 人 人 人

(4)　年齢層別　（合計が「新規雇用者数」と一致していることを確認すること。）

15～24歳 25～34歳 35～44歳 45～54歳

人 人 人 人 人 人

※　事業終了後に報告すること。

事業名

区分

税抜き

事業者名 提出日

税込み 0 0 0

事業に従事する全労働者数
新規雇用者数 割合 その他の労働者数

0

合計

0

その他（　　　） 合計

0

自営業 学生

0

55歳以上 合計

0



 

 

役 員 名 簿 

 

 

特定非営利活動法人の名称 特定非営利活動法人 ○○○○ 

 

 

 

役 名 氏  名 住 所 又 は 居 所 

報酬の有無 

備  考 

理事 ○○ ××  無 理事長 

理事 △△ □□  無  

理事 ●● ▲▲  無  

監事 ■■ ◎◎  無  

     

     

     

     

     

     

 

 

 

 

 

 

別紙２ 
 



 

 

年 間 役 員 名 簿 

前事業年度において役員であったことがある者全員の氏名及び住所又は居所 

並びに前事業年度における報酬の有無を記載した名簿 

 

特定非営利活動法人の名称 特定非営利活動法人 ○○○○ 

 

 

 

役 名 氏  名 
住 所 又 は 

居 所 

前事業年度中の

就任期間 

報酬を受け

た期間 備  考 

理事 ○○ ××  

平成 30年 4月 1

日～平成 31年３

月 31日 

無 理事長 

理事 △△ □□  

平成 30年 4月 1

日～平成 31年３

月 31日 

無  

理事 ●● ▲▲  

平成 30年 4月 1

日～平成 31年３

月 31日 

無  

監事 ■■ ◎◎  

平成 30年 4月 1

日～平成 31年３

月 31日 

無  

      

      

      

      

 

 

 

 

 



 

 

前事業年度の末日における社員のうち１０人以上の者の名簿 

 

特定非営利活動法人の名称  特定非営利活動法人 ○○○○ 

 

 

 

 氏     名 住   所   又   は   居   所 

１  ○○ ××  

２  ▲▲ △△  

３ △△ ××  

４  ×× ○○  

５  ■■ □□  

６ □□ ▲▲  

７  ◇◇ □□  

８  ▲▲ ◇◇  

９  ×× □□  

１０  ■■ ○○  

 

 

 



 

＜電子化の仕様の詳細＞ 

項目 内容 

１ 白黒/カラー 自動判別での読み取りを可とする。（白黒２値/グレース

ケール/カラー） 

２ 解像度 モノクロ  300dpiまたは200dpi 

３ 読取方法 自動原稿送り装置、ただし自動原稿送り使用不能なものは

手置き。 

４  ファイル形式 PDF形式 

５ 画像サイズ ・定形サイズ１：１でスキャニング。 

・定形/非定形に関わらず原寸でスキャン。 

６ スキャン面 裏表を問わず、記載のある面はすべてスキャンすること。 

７ ステイプル 外してスキャン後、復元不要。 

８ クリップ 外してスキャン後、復元不要。 

９ 白紙 スキャン対象外。 

10 ファイル作成単

位 

法人ごとに１電子化ファイルとすること。 

11 スキャン内容 事業報告書一式、役員名簿 

12 スキャン順 綴じられた順番にスキャンすること。 

13 画像の向き スキャンした画像は正立（読める向き）回転すること。 

14 画像加工 ・目視により画像正立の確認を行うこと。 

・原稿由来の枠や汚れ等の除去は不要。 

・パンチ穴の黒写りの除去は不要。 

・その他、画像加工の処理は不要。 

15 品質点検 スキャン時に目視による電子化結果の品質確認を行うこ

と。検査基準は、情報の可読性を基準とし、濃度、傾き（基

準値２度以上）、ブレ（原本由来を除く）、可読性に影響

を及ぼす折れについて検査すること。 

 

別紙３



１  電子データ化等の作業場所は、委託者が支障なく現地を確認することができる場

所とすること。また、受託者は、作業場所の図面、入退室の規制、防災防犯対策を

提出し、当該作業場所に受託者以外の者が立ち入ることができないこと及び社会通

念上適切と言える防災防犯対策が取られていることを委託者に報告する。 

２ 紙文書等の一覧表を作成し、紙文書等を受託者に引き渡す際に、受託者ととも

に、搬出する紙文書等と当該一覧表に相違がないことを確認し、当該一覧表を添付

した引渡書と預り証を交換すること。委託者は、紙文書等の返却時にも、返却を受

ける紙文書等と引渡書及び預り証に添付した一覧表に相違がないことを確認するこ

と。ＣＤ－ＲまたはＤＶＤ－Ｒ等の記録媒体（以下「記録媒体」という。）を貸与

及び返却する場合についても同様の手順で、引渡書及び預り証を取り交わすこと。 

３ ファイルに保存され、又はホチキス等で留められた紙文書等を、一枚ずつに分離

して電子データ化等の作業を行う場合は、作業中に当該紙文書等の一部を紛失しな

い方策について委託者と協議のうえ取り決めておくこと。 

４  紙文書等及び記録媒体を運搬する際は、頑丈な容器に収納し施錠して運搬する、

委託者が運搬に立ち会うなど、盗難や紛失を防ぐ合理的な方法で持ち運ぶこと。 

５  電子データ化等の作業は、電子データの許可ない持ち出し、不正利用等を防止す

るため、管理責任者が監督すること。 

６  電子データ化等の作業に使用するパソコン等はインターネットや社内ＬＡＮの回

線に接続しないもの（スタンドアロン）とすること。また、ウィルス対策ソフト等

により、社会通念上適切と言える安全措置を講じること。 

７ 対象となる紙文書等及び記録媒体は、鍵付保管庫に施錠して保管すること。 

８ 電子データ化等の作業が終了した場合は、データ消去専用ソフトを用いて作業用

のパソコン等の電子データを復元不可能な形で消去すること。受託者が消去を行っ

た場合には、受託者は、速やかに廃棄証明書を委託者に提出すること。 

９ 受託者において個人情報の管理を適正に行う体制があること。 

10 従事者が必要以上の個人情報を保有し、利用し、又は電子計算機処理等を行うこ

とがないよう、十分な配慮を行うこと。 

別紙4



個人情報取扱特記事項 

 

（平成27年10月） 

 

 （個人情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 横浜市（以下「委託者」という。）がこの契約において個人情報（特定個人情報を含む。

以下同じ。）を取り扱わせる者（以下「受託者」という。）は、個人情報の保護の重要性を認

識し、この契約による事務を処理するための個人情報の取扱いにあたっては、横浜市個人情

報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等（特定個人情報を取り扱わせる

者にあっては、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律及

び横浜市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に

関する条例を含む。以下同じ。）を遵守し、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人

情報を適正に取り扱わなければならない。 

 （適正な管理） 

第２条 受託者は、この契約による事務に係る個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざんの防

止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

２ 受託者は個人情報の取扱いに関する規定類を整備するとともに、管理責任者を特定し、委

託者に通知しなければならない。 

３ 受託者は、第１項の目的を達成するため、個人情報を取り扱う場所及び個人情報を保管す

る場所（以下「作業場所」という。）において、入退室の規制、防災防犯対策その他の安全対

策を講じなければならない。 

４ 受託者は、委託業務に着手する前に前２項に定める安全対策及び管理責任体制について委

託者に報告しなければならない。 

５ 受託者は、第２項及び第３項に定める受託者の安全対策及び管理責任体制に関し、委託者

が理由を示して異議を申し出た場合には、これらの措置を変更しなければならない。なお、

措置の変更に伴い経費が必要となった場合は、その費用負担について委託者と受託者とが協

議して決定する。 

 （従事者の監督） 

第３条 受託者は、この契約による事務の処理に従事している者に対し、この契約による事務

に関して知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう必要

かつ適切な監督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除された後においても

同様とする。 

 （収集の制限） 

第４条 受託者は、この契約による事務を処理するために個人情報を収集するときは、当該事

務を処理するために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集しなければならない。 

 （目的外利用の禁止等） 

第５条 受託者は、委託者の指示又は承諾があるときを除き、この契約による事務に係る個人

情報を当該事務を処理する目的以外に利用してはならない。 

 （複写、複製の禁止） 

第６条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による事

務を処理するにあたって委託者から提供された個人情報が記録された、文書、図画、写真、

フィルム及び電磁的記録（以下「資料等」という。）を複写し、又は複製してはならない。た

だし、事務を効率的に処理するため、受託者の管理下において使用する場合はこの限りでは

ない。 

（作業場所の外への持出禁止） 

第７条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除き、この契約による事

務を処理するために委託者から貸与され、又は受託者が収集し、複製し、若しくは作成した

個人情報が記録された資料等（複写及び複製したものを含む。）について、作業場所の外へ持



ち出してはならない。 

（再委託の禁止等） 

第８条 受託者は、この契約による事務を処理するための個人情報を自ら取り扱うものとし、

第三者に取り扱わせてはならない。ただし、あらかじめ、委託者の書面による承諾を得た場

合はこの限りではない。 

２ 受託者は、前項ただし書きの規定により個人情報を取り扱う事務を第三者（以下「再受託

者」という。）に取り扱わせる場合には、再受託者の当該事務に関する行為について、委託者

に対しすべての責任を負うものとする。 

３ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、受

託者及び再受託者がこの規定を遵守するために必要な事項並びに委託者が指示する事項につ

いて、再受託者と約定しなければならない。 

４ 受託者は、前項の約定において、委託者の提供した個人情報並びに受託者及び再受託者が

この契約による事務のために収集した個人情報を更に委託するなど第三者に取り扱わせるこ

とを例外なく禁止しなければならない。 

 （資料等の返還） 

第９条 受託者は、この契約による事務を処理するために委託者から貸与され、又は受託者が

収集し、複製し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約が終了し、又

は解除された後直ちに委託者に返還し、又は引き渡すものとする。ただし、委託者が別に指

示したときは、当該方法によるものとする。 

 （報告及び検査） 

第10条 委託者は、委託契約期間中個人情報を保護するために必要な限度において、受託者に

対し、個人情報の管理状況及び委託業務の履行状況について、報告を求めることができる。 

２ 委託者は、委託契約期間中個人情報を保護するために必要な限度において、情報の管理の

状況及び委託業務の履行状況について、作業場所において検査することができる。 

３ 前２項の場合において、報告、資料の提出又は検査に直接必要な費用は、受託者の負担と

する。ただし、委託者の故意又は過失により、過分の費用を要した分については、委託者が

これを負担しなければならない。 

 （事故発生時等における報告） 

第11条 受託者は、個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざん等の事故が生じ、又は生ずるお

それがあることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示に従うものとする。

この契約が終了し、又は解除された後においても同様とする。 

 （研修の実施及び誓約書の提出） 

第12条 受託者は、従事者に対し、個人情報を取り扱う場合に従事者が遵守すべき事項並びに

従事者が負うべき横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等

に基づく罰則の内容及び民事上の責任についての研修を実施し、個人情報保護に関する誓約

書（様式１）及び研修実施報告書（様式２）を横浜市長に提出しなければならない。 

２ 受託者は、個人情報を取り扱う事務を再受託者に委託し、又は請け負わせる場合には、再

受託者に対し、前項に定める研修を実施させ、個人情報保護に関する誓約書（様式１）及び

研修実施報告書（様式２）を受託者に提出させなければならない。 

３ 前項の場合において、受託者は、再受託者から提出された個人情報保護に関する誓約書（様

式１）及び研修実施報告書（様式２）を横浜市長に提出しなければならない。 

 （契約の解除及び損害の賠償） 

第13条 委託者は、次のいずれかに該当するときは、この契約の解除及び損害賠償の請求をす

ることができる。 

 (1) この契約による事務を処理するために受託者又は再受託者が取り扱う個人情報について、

受託者又は再受託者の責に帰すべき理由による漏えいがあったとき。 

 (2) 前号に掲げる場合のほか、この特記事項に違反し、この契約による事務の目的を達成す

ることができないと認められるとき。 



（様式１） 

個人情報保護に関する誓約書 

（提出先） 

横浜市長  

 

 横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事するにあたり、個人情報を取り扱う場合に遵守すべ

き事項並びに横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等に基づ

く罰則の内容及び民事上の責任についての研修を受講しました。 

 横浜市個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関する法令等及び個人情報取扱

特記事項を遵守し、個人情報を適切に取り扱うことを誓約いたします。 

 

研修受講日 所    属 担 当 業 務 
氏    名 

（自署又は記名押印） 

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

（Ａ４）  

 



（様式２）  

（Ａ４） 

 

 年 月 日 

（提出先） 

横浜市長  

（提出者） 

団体名  

責任者職氏名  

 

研修実施報告書 

 

横浜市個人情報の保護に関する条例第17条第1項の規定に

従い、横浜市の個人情報を取り扱う事務に従事する者に対

し、個人情報を取り扱う場合に遵守すべき事項並びに横浜市

個人情報の保護に関する条例その他個人情報の保護に関す

る法令等に基づく罰則の内容及び民事上の責任についての

研修を実施しましたので、別紙個人情報保護に関する誓約書

（様式１）（全  枚）のとおり提出いたします。 

引き続き個人情報の漏えい等の防止に取り組んでいきま

す。 

 



電子計算機処理等の契約に関する情報取扱特記事項 

 

（情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 この特記事項（以下「特記事項」という。）は、委託契約約款

（以下「約款」という。）の特記条項として、電子計算機処理等（開発、

運用、保守及びデータ処理等をいう。）の委託契約に関する横浜市(以

下「委託者」という。)が保有する情報（非開示情報（横浜市の保有する

情報の公開に関する条例（平成12年２月横浜市条例第１号）第７条第

２項に規定する非開示情報をいう。以下同じ。）及び非開示情報以外

の情報をいう。以下同じ。）の取扱いについて、必要な事項を定めるも

のである。 

２ 情報を電子計算機処理等により取り扱う者（以下「受託者」という。）

は、情報の保護の重要性を認識し、この契約による業務を遂行するた

めの情報の取扱いにあたっては、委託者の業務に支障が生じることの

ないよう、情報を適正に取り扱わなければならない。 

（適正な管理） 

第２条 受託者は、この契約による業務に係る情報の漏えい、滅失、き

損及び改ざんの防止その他の情報の適正な管理のために必要な措

置を講じなければならない。 

２ 受託者は情報の取扱いに関する規定類を整備するとともに、情報の

適正な管理を実施する者として管理責任者を選定し、委託者に通知し

なければならない。 

３ 受託者は、第１項の目的を達成するため、電子計算機を設置する場

所、情報を保管する場所その他の情報を取り扱う場所（以下「作業場

所」という。）において、入退室の規制、防災防犯対策その他の安全対

策を講じなければならない。 

４ 受託者は、委託業務に着手する前に前２項に定める安全対策及び

管理責任体制について委託者に報告しなければならない。 

５ 受託者は、第２項及び第３項に定める受託者の安全対策及び管理

責任体制に関し、委託者が理由を示して異議を申し出た場合には、こ

れらの措置を変更しなければならない。なお、措置の変更に伴い経費

が必要となった場合は、その費用負担について委託者と受託者とが協

議して決定する。 

（従事者の監督） 

第３条 受託者は、この契約による業務に従事している者（以下「従事

者」という。）に対し、この契約による業務に関して知り得た非開示情報

をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しないよう、必要か

つ適切な監督を行わなければならない。この契約が終了し、又は解除

された後においても同様とする。 

（収集の制限） 

第４条 受託者は、この契約による業務を遂行するために情報を収集す

るときは、当該業務を遂行するために必要な範囲内で、適正かつ公

正な手段により収集しなければならない。 

（目的外利用の禁止等） 

第５条 受託者は、書面による委託者の指示又は承諾があるときを除

き、この契約による業務に係る情報を、当該業務を遂行する目的以外

の目的で利用してはならない。 

（複写、複製の禁止） 

第６条 受託者は、あらかじめ委託者の指示又は承諾があった場合を除

き、この契約による業務を遂行するに当たって委託者から提供された、

非開示情報が記録された、文書、図画、写真、フィルム及び電磁的記

録（以下、「非開示資料等」という。）を複写し、又は複製してはならな

い。ただし、契約による業務を効率的に処理するため受託者の管理下

において使用する場合は、この限りでない。 

２ 前項ただし書の場合は、受託者は、複写又は複製した資料の名称、

数量、その他委託者が指定する項目について、速やかに委託者に報

告しなければならない。 

（作業場所の外への持出禁止） 

第７条 受託者は、書面による委託者の指示又は承諾があるときを除

き、この契約による業務を遂行するために委託者から貸与され、又は

受託者が収集し、複製し、若しくは作成した非開示資料等を作業場所

の外へ持ち出してはならない。 

（再委託の禁止等） 

第８条 受託者は、この契約による業務を遂行するために得た非開示情

報を自ら取り扱うものとし、第三者に取り扱わせてはならない。ただし、

あらかじめ、委託者の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

２ 受託者は、前項ただし書の規定により非開示情報を取り扱う業務を

再委託する場合は、当該再委託を受けた者（以下「再受託者」という。）

の当該業務に関する行為について、委託者に対しすべての責任を負

うとともに、第１条第２項に定める基本的な情報の取扱いを再受託者に

対して課し、あわせて第２条の規定を再受託者に遵守させるために必

要な措置を講じなければならない。 

３ 受託者は、前項の再委託を行う場合は、受託者及び再受託者が特

記事項を遵守するために必要な事項及び委託者が指示する事項を再

受託者と約定しなければならない。 

４ 受託者は、再受託者に対し、当該再委託による業務を遂行するため

に得た非開示情報を更なる委託等により第三者に取り扱わせることを

禁止し、その旨を再受託者と約定しなければならない。 

（非開示資料等の返還） 

第９条 受託者は、この契約による業務を遂行するために委託者から貸

与され、又は受託者が収集し、複製し、若しくは作成した非開示資料

等を、この契約が終了し、又は解除された後直ちに委託者に返還し、

又は引き渡すものとする。ただし、委託者が別に指示したときは、当該

方法によるものとする。 

２ 前項ただし書の場合において、委託者が当該非開示資料等の廃棄

を指示した場合、廃棄方法は焼却、シュレッダー等による裁断、復元

困難な消去等当該情報が第三者の利用に供されることのない方法に

よらなければならない。 

３ 第１項の場合において、受託者が正当な理由なく指定された期限内

に情報を返還せず、又は廃棄しないときは、委託者は、受託者に代わ

って当該情報を回収し、又は廃棄することができる。この場合におい

て、受託者は、委託者の回収又は廃棄について異議を申し出ることが

できず、委託者の回収又は廃棄に要した費用を負担しなければならな

い。 

（報告及び検査） 

第10条 委託者は、委託契約期間中必要と認めた場合は、受託者に対

して、情報の管理の状況及び委託業務の履行状況について、報告を

求めることができる。 

２ 委託者は、委託契約期間中必要と認めた場合は、情報の管理の状

況及び委託業務の履行状況について、作業場所において検査するこ

とができる。 

３ 前２項の場合において、報告又は検査に直接必要な費用は、受託

者の負担とする。ただし、委託者の故意又は過失により、過分の費用

を要した分については、委託者がこれを負担しなければならない。 

（事故発生時等における報告） 

第11条 受託者は、委託者の提供した情報並びに受託者及び再受託

者がこの契約による業務のために収集した情報について、火災その他

の災害、盗難、漏えい、改ざん、破壊、コンピュータウイルスによる被

害、不正な利用、不正アクセス等の事故が生じたとき、又は生ずるおそ

れがあることを知ったときは、速やかに委託者に報告し、委託者の指示

に従うものとする。この契約が終了し、又は解除された後においても同

様とする。 

（引渡し） 

第12条 受託者は、約款第28条第２項の規定による検査（以下「検査」と

いう。）に合格したときは、直ちに、契約の履行の目的物を納品書を添

えて委託者の指定する場所に納入するものとし、納入が完了した時を

もって契約の履行の目的物の引渡しを完了したものとする。 

（契約の解除及び損害の賠償） 

第13条 委託者は、次のいずれかに該当するときは、この契約の解除及

び損害賠償の請求をすることができる。 

(1) この契約による業務を遂行するために受託者又は再受託者が取り

扱う非開示情報について、受託者又は再受託者の責に帰すべき理

由による漏えい、滅失、き損及び改ざんがあったとき。 

(2) 前号に掲げる場合のほか、特記事項に違反し、この契約による業

務の目的を達成することができないと認められるとき。 

２ 委託者は、受託者が特記事項前条の規定による検査に不合格となっ

たときは、この契約を解除することができる。 

（著作権等の取扱い） 

第14条 この契約により作成される成果物の著作権等の取扱いについ

ては、約款第５条の規定にかかわらず、次の各号に定めるところによ

る。 

(1) 受託者は、著作権法（昭和45年法律第48号）第21条（複製権）、第

26条の３（貸与権）、第27条（翻訳権、翻案権等）及び第28条（第二

次著作物の利用に関する原著作者の権利）に規定する権利を、目

的物の引渡し時に委託者に無償で譲渡するものとする。 

(2) 委託者は、著作権法第20条（同一性保持権）第２項第３号又は第４

号に該当しない場合においても、その使用のために、この契約によ

り作成される目的物を改変し、任意の著作者名で任意に公表できる

ものとする。 

(3) 受託者は、委託者の書面による事前の同意を得なければ、著作権

法第18条（公表権）及び第19条（氏名表示権）を行使することができ

ないものとする。 

(4) 受託者がこの契約の締結前から権利を有している著作物の著作

権は、受託者に留保されるものとする。この場合において、受託者

は、委託者に対し、当該著作物について、委託者が契約の履行の

目的物を使用するために必要な範囲で、著作権法に基づく利用を

無償で許諾するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、著作物の利用について設計図書で別段

の定めをした場合には、その図書の定めに従うものとする。 

３ 受託者は、この契約によるすべての成果物が、第三者の著作権、特

許権その他の権利を侵害していないことを保証するものとする。ただ

し、委託者の責に帰すべき事由を起因として権利侵害となる場合は、

この限りではない。 
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